
予算要求資料
令和2年度6月補正予算　支出科目　款：農林水水産業費　項：林業費　目：森林研究費
	事業名 新 林産物生産技術開発事業費(コロナ)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　           森林研究所　　電話番号：0575-33-2585
　　　                    　　　　E-mail： c25108@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　     79,823千円 （現計予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	79,823
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	79,823

	決定額
	79,823
	79,823
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
新型コロナウイルスの感染拡大を受け、木材やキノコなどの林産業界にも影響が及んでいる。イベント・商談会の中止による受注機会の減少や、外出自粛・購買機会の減少による減産調整、製品開発力の低下が懸念されている。
収束後の需要の回復を見据え、新たな製品開発や品質向上に取り組む林産事業者への支援を強化するため、試験研究機関における林産物性能測定・分析機器を導入する。また県産材を利用した新たな木質部材の開発と高品質キノコの生産技術開発を行う。
（２）事業内容

①新たな木質部材開発

県産ヒノキ材の強度特性を活かした大断面構造用部材（接着重ね材：曲げ強さF300程度）の新たな開発･評価を行い、現状で県産材使用割合の低い横架材用途で、外材･集成材から県産材へのシフトを図る。
○導入機器
・恒温恒湿室
装置内の温度・湿度を一定にする装置。強度試験材の含水率調整、耐寒接着性能試験のほか製材品の寸法安定性の評価、耐腐朽性の評価、など多用途に使用でき、木材業界からの試験要請への幅広い対応も可能となる。

・自動４面鉋盤

製材の４面を一度に切削する装置。実大サイズの建築部材の強度試験時の寸法調整や、接着の平滑面作成を行う。既存の２面鉋盤と比べ切削能力が大きく、現在実施中の新しい木質部材開発を効率的に進めることが可能となる。
・保管ラック

多段式の鋼製ラック。長尺試験材の一時保管や木材乾燥の養生に使用。
②高品質キノコの生産技術開発
キノコの品質保持期間を従来の２倍以上にできるフィルムの開発・実証を行い、県内産キノコの生産流通技術の改善につなげる。
○導入機器
・ガスクロマトグラフ（におい嗅ぎ装置付）

キノコの味覚や香りを含む各種成分を迅速に解析・数値化する装置。この装置は時間経過による品質変化の計測も容易となる。品質保持フィルムの開発とその効果の実証を早急に進めることができる。フィルムの開発は、キノコ業界の期待も高く業界の振興に有益である。
（３）県負担・補助率の考え方

県内産業に役立つ研究開発と質の高い技術支援を提供するための研究体制の整備や研究内容の拡充であり県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	12
	調査旅費

	需用費
	865
	試験用消耗品費

	委託料
	3,778
	構造用部材の試作、キノコ用フィルムの試作

	工事請負費
	5,720
	既設備品撤去費

	備品購入費
	69,448
	恒温恒湿室、自動４面鉋盤、保管ラック、ガスクロマトグラフ（におい嗅ぎ装置付）

	合計
	  79,823
	


	　決定額の考え方　財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けた林産事業者に対し、需要回復を見据えた新たな製品開発や、品質向上への取り組みを支援することで、生産回復やシェアの拡大が円滑に行われることを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	研究関連機器の整備
	（R  ）
	４件
（R2  ）
	（R  ）
	（R  ）
	（R  ）
	％


	研究開発の実施
	（R　）
	２件
（R2　）
	（R　）
	（R　）
	（R　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	 新型コロナウイルス対策として、業界支援を目的とする事業であり、目標設定は困難


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	　新型コロナウイルスの収束後の需要回復を見据え、新たな製品開発や品質向上に取り組む林産業界への支援を行うために必須の事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　性能測定・分析機器の導入や試験研究開発の拡充により、林産業界への支援を効率的に推進でき、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	新型コロナウイルス対策として業界支援の強化に必要な機器整備に関しては、緊急性や必要性等を総合的に判断し、優先順位を付けた上で効率的に選定している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　研究開発による成果をタイムリーに業界へ提供する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか




